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津波への配慮に関する説明書は，以下の資料により構成されている。 

 

 

Ⅵ-1-1-3-2-1 耐津波設計の基本方針 

 

Ⅵ-1-1-3-2-2 基準津波の概要 

 

Ⅵ-1-1-3-2-3 入力津波の設定 

 

Ⅵ-1-1-3-2-4 入力津波による津波防護対象設備への影響評価 

 

Ⅵ-1-1-3-2-5 津波防護に関する施設の設計方針 
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Ⅵ-1-1-3-2-5 津波防護に関する施設の設計方針
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-1-1-3-2-1「耐津波設計の基本方針」に基づき，津波防護に関する施設の施設分

類，要求機能及び性能目標を明確にし，各施設の機能設計及び構造強度設計に関する設計方針に

ついて説明するものである。 

 

2. 設計の基本方針 

発電所に影響を与える可能性がある基準津波の発生により，Ⅵ-1-1-3-2-1「耐津波設計の基本

方針」にて設定している津波防護対象設備が，その安全機能又は重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがないようにするため，津波防護に関する施設を設置する。津波防

護に関する施設は，Ⅵ-1-1-3-2-3「入力津波の設定」で設定している入力津波に対して，その機

能が保持できる設計とする。 

津波防護に関する施設の設計に当たっては，Ⅵ-1-1-3-2-4「入力津波による津波防護対象設備

への影響評価」にて設定している津波防護対策を実施する目的や施設の分類を踏まえて，施設分

類ごとの要求機能を整理するとともに，施設ごとに機能設計上の性能目標及び構造強度設計上の

性能目標を定める。 

津波防護に関する施設の構造強度設計上の性能目標を達成するため，施設ごとに各機能の設計

方針を示す。 

津波防護に関する施設の構造強度設計上の性能目標を達成するための構造強度の設計方針等に

ついては，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示す。 

津波防護に関する施設の設計フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：フロー中の番号は本資料での記載箇所の章を示す。 

注記＊：Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」 

図 2－1 施設の設計フロー 

 

  

Ⅵ-1-1-3-2-4 

「入力津波による津波防護対象設備へ

の影響評価」 

Ⅵ-1-1-3-2-3 

「入力津波の設定」 
3. 要求機能及び性能目標 

4. 機能設計 構造強度設計＊ 
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3. 要求機能及び性能目標 

津波防護対策を実施する目的として，Ⅵ-1-1-3-2-4「入力津波による津波防護対象設備への影

響評価」において，津波の発生に伴い，津波防護対象設備がその安全機能又は重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがないこととしている。また，施設の分類について

は，Ⅵ-1-1-3-2-4「入力津波による津波防護対象設備への影響評価」において，津波防護施設，

浸水防止設備，津波監視設備及び漂流防止装置に分類している。これらを踏まえ，施設分類ごと

の要求機能を整理するとともに，施設分類ごとの要求機能を踏まえた施設ごとの機能設計上の性

能目標及び構造強度設計上の性能目標を設定する。 

津波防護に関する施設について，施設分類（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備）

ごとの配置を図 3－1に示す。 

 

 

図 3－1 津波防護に関する施設の配置 
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２号炉 

 

 

第１保管エリア（EL 50.0m） 

常設代替交流電源設備 

(ガスタービン発電機) 

第２保管エリア（EL 44.0m） 

緊急時対策所 

復水器エリア防水壁 

貫通部止水処置 

復水器エリア水密扉 

タービン建物床ドレン逆止弁 Ｂ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系） 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃

料貯蔵タンク～原子炉建物） 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

注記＊：基準地震動 Ss による地震力に対してバウンダリ機能保持のみを要求する機器・配管を除く 

廃棄物処理建物 

制御室建物 

タービン建物 

１号機取水槽流路縮小工 

取水槽水位計 

取水槽除じん機エリア防水壁 

取水槽除じん機エリア水密扉 

取水槽床ドレン逆止弁 

貫通部止水処置 

隔離弁 

貫通部止水処置 

防波壁 

第４保管エリア（EL 8.5m） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外排水路逆止弁 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

隔離弁 

排気筒 

津波監視カメラ 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

第１ベントフィルタ格納槽 

原子炉建物 

防波壁通路防波扉 

取水槽海水ポンプエリア， 

取水槽循環水ポンプエリア 

第３保管エリア（EL 13.0～33.0m） 

津波監視カメラ 

津波監視カメラ 

EL 6.5m 

EL 8.5m 

EL 44.0m 

EL 15.0m Ａ-非常用ディーゼル発電機（燃料移送系） 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系） 

【凡例】 

：可搬型設備の保管場所 

：防火帯 

：防波壁 

：EL 6.5m 盤 
：EL 8.5m 盤 
：EL 15.0m 盤 

：EL 44.0m 盤 
：EL 50.0m 盤 

凡例 津波防護施設 

浸水防止設備 

(外郭防護) 

津波監視設備 
 

設計基準対象施設（重大事故等対処 

設備を含む）の津波防護対象設備を 

内包する建物・区画 

重大事故等対処施設の津波防護対象 

設備を内包する建物・区画  

浸水防止設備 

(内郭防護)＊ 

漂流防止装置 

漂流防止装置 
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3.1 津波防護施設 

(1) 施設 

a. 防波壁 

(a) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

(b) 防波壁（逆Ｔ擁壁） 

(c) 防波壁（波返重力擁壁） 

b. 防波壁通路防波扉 

c. 流路縮小工 

 

(2) 要求機能 

津波防護施設は，繰返しの来襲を想定した入力津波に対し，余震，漂流物の衝突，風及

び積雪を考慮した場合においても，津波防護対象設備が，要求される機能を損なうおそれ

がないよう，津波の流入及び津波による漏水を防止することが要求される。 

 

(3) 性能目標 

 a. 防波壁 

(a) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波に対し，

余震，漂流物の衝突，風及び積雪を考慮した場合においても，想定される津波高さに

余裕を考慮した高さまでの施工により止水性を保持することを機能設計上の性能目標

とする。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波の浸水に

伴う津波荷重並びに余震，漂流物の衝突，風及び積雪による荷重に対し，岩盤に支持

される鋼管を多重化して鋼管内をコンクリート又はモルタルで充填した多重鋼管によ

る杭基礎構造と，鋼管及び鉄筋コンクリート造の被覆コンクリート壁による上部構造

で構成し，地震後，津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部材の構造健全性を保持

するとともに，ずれる又は浮き上がるおそれのない設計とする。地震時に異なる挙動

を示す可能性がある構造体の境界部には止水目地を設置し，部材を有意な漏えいが生

じない変形にとどめる設計とする。 

これらの設計によって，主要な構造部材の構造健全性を保持することを構造強度設

計上の性能目標とする。 

 

(b) 防波壁（逆Ｔ擁壁） 

防波壁（逆Ｔ擁壁）は，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波に対し，余震，漂

流物の衝突，風及び積雪を考慮した場合においても，想定される津波高さに余裕を考

慮した高さまでの施工により止水性を保持することを機能設計上の性能目標とする。 
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防波壁（逆Ｔ擁壁）は，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波の浸水に伴う津波

荷重並びに余震，漂流物の衝突，風及び積雪による荷重に対し，改良地盤を介して岩

盤に支持される鉄筋コンクリート造の逆Ｔ擁壁による直接基礎構造で構成し，地震

後，津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部材の構造健全性を保持するとともに，

グラウンドアンカを設置し，ずれる又は浮き上がるおそれのない設計とする。地震時

に異なる挙動を示す可能性がある構造体の境界部には止水目地を設置し，部材を有意

な漏えいが生じない変形にとどめる設計とする。 

これらの設計によって，主要な構造部材の構造健全性を保持することを構造強度設

計上の性能目標とする。 

 

(c) 防波壁（波返重力擁壁）  

防波壁（波返重力擁壁）は，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波に対し，余

震，漂流物の衝突，風及び積雪を考慮した場合においても，想定される津波高さに余

裕を考慮した高さまでの施工により止水性を保持することを機能設計上の性能目標と

する。 

防波壁（波返重力擁壁）は，岩盤部と改良地盤部により分類され,地震後の繰返し

の来襲を想定した遡上波の浸水に伴う津波荷重並びに余震，漂流物の衝突，風及び積

雪による荷重に対し，堅固な地山の岩盤，又はＭＭＲ（マンメイドロック）等を介し

て岩盤に支持される鉄筋コンクリート造のケーソンによる直接基礎構造と，鉄筋コン

クリート造の重力擁壁で構成し，地震後，津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部

材の構造健全性を保持するとともに，ずれる又は浮き上がるおそれのない設計とす

る。地震時に異なる挙動を示す可能性がある構造体の境界部には止水目地を設置し，

部材を有意な漏えいが生じない変形にとどめる設計とする。 

これらの設計によって，主要な構造部材の構造健全性を保持することを構造強度設

計上の性能目標とする。 

 

b. 防波壁通路防波扉 

防波壁通路防波扉は，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波に対し，漂流物の衝突及

び風を考慮した場合においても，想定される津波高さに余裕を考慮した高さまでの施工に

より止水性を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

防波壁通路防波扉は，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波の浸水に伴う津波荷重，

漂流物の衝突及び風による荷重に対し，岩盤上の改良地盤又は鋼管に支持される基礎スラ

ブによる基礎構造と，鋼製の防波扉で構成し，地震後，津波後の再使用性を考慮し，主要

な構造部材の構造健全性を保持するとともに，ずれる又は浮き上がるおそれのない設計と

する。防波扉と躯体の境界部には水密ゴムを設置する設計とし，部材を有意な漏えいを生

じない変形にとどめる設計とする。 
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これらの設計によって，主要な構造部材の健全性を保持することを構造強度設計上の性

能目標とする。 

 

c. 流路縮小工 

１号機取水槽流路縮小工は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対し，

余震を考慮した場合においても，1号機取水路からの津波の流入を抑制し，１号機取水槽

天端開口部から津波防護対象設備を内包する建物及び区画が設置された敷地への流入を防

止することを機能設計上の性能目標とする。 

１号機取水槽流路縮小工は，十分な支持性能を有する１号機取水槽北側壁に設置し，地

震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う津波荷重及び余震による荷重

に対し，鋼製部材で構成し，地震後，津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部材の構造

健全性を保持する設計とする。 

これらの設計によって，主要な構造部材の構造健全性を保持することを構造強度設計上

の性能目標とする。 
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3.2 浸水防止設備 

(1) 設備 

a. 屋外排水路逆止弁（外郭防護） 

b. 防水壁（外郭及び内郭防護） 

c. 水密扉（外郭及び内郭防護） 

d. 床ドレン逆止弁（外郭及び内郭防護） 

e. 隔離弁（内郭防護） 

f. ポンプ及び配管（内郭防護） 

g. 貫通部止水処置（外郭及び内郭防護） 

 

(2) 要求機能 

浸水防止設備は，繰返しの来襲を想定した入力津波，及び地震による溢水に加えて津波

の流入を考慮した浸水に対し，余震，漂流物の衝突，風及び積雪を考慮した場合において

も，津波防護対象設備が要求される機能を損なうおそれがないよう，浸水想定範囲等にお

ける津波や浸水による荷重等に対する耐性を評価し，津波の流入及び漏水を防止すること

が要求される。 

 

(3) 性能目標 

a. 屋外排水路逆止弁 

屋外排水路逆止弁は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対し，余震

を考慮した場合においても，津波防護対象設備を内包する建物及び区画が設置された敷

地に屋外排水路を介して流入することを防止するため，屋外排水路逆止弁に想定される

津波高さに余裕を考慮した高さに対する止水性を保持することを機能設計上の性能目標

とする。 

屋外排水路逆止弁は，十分な支持性能を有する防波壁又は改良地盤に設置された集水

桝に設置し，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う津波荷重及

び余震による荷重に対し，鋼製の逆止弁で構成し，地震後，津波後の再使用性を考慮

し，主要な構造部材の構造健全性を保持する設計とすることを構造強度設計上の性能目

標とする。 

 

b. 防水壁 

(a) 取水槽除じん機エリア防水壁 

取水槽除じん機エリア防水壁は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波

に対し，風を考慮した場合においても，津波防護対象設備を内包する建物及び区画が

設置された敷地又は取水槽海水ポンプエリアに取水槽除じん機エリア天端開口部を介
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して流入することを防止するため，取水槽に想定される入力津波高さに余裕を考慮し

た高さに対する止水性を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

取水槽除じん機エリア防水壁は，十分な支持機能を有する取水槽に設置し，地震後

の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う津波荷重及び風による荷重に

対し，鋼製の防水壁で構成し，地震後，津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部材

の構造健全性を保持することを構造強度設計上の性能目標とする。 

 

(b) 復水器エリア防水壁 

復水器エリア防水壁は，地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に対

し，余震を考慮した場合においてもタービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエリ

ア）に開口部を介して流入することを防止するため，想定される浸水高さに余裕を考

慮した高さに対する止水性を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

復水器エリア防水壁は，十分な支持性能を有するタービン建物に設置し，地震によ

る溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に伴う津波荷重及び余震による荷重に対

し，鋼製の防水壁で構成し，地震後，津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部材の

構造健全性を保持する設計とすることを構造強度上の性能目標とする。 

 

c. 水密扉 

(a) 取水槽除じん機エリア水密扉 

取水槽除じん機エリア水密扉は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波

に対し，風を考慮した場合においても，津波防護対象設備を内包する建物及び区画が

設置された敷地又は取水槽海水ポンプエリアに取水槽除じん機エリア天端開口部を介

して流入することを防止するため，取水槽に想定される入力津波高さに余裕を考慮し

た高さに対する止水性を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

取水槽除じん機エリア水密扉は，十分な支持機能を有する取水槽に設置し，繰返し

の来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う津波荷重及び風による荷重に対し，鋼

製の水密扉で構成し，地震後，津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部材が構造健

全性を保持することを構造強度設計上の性能目標とする。 

 

(b) 復水器エリア水密扉 

復水器エリア水密扉は，地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に対

し，余震を考慮した場合においても，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエリ

ア）に流入することを防止するため，想定される浸水高さに余裕を考慮した高さに対

する止水性を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

復水器エリア水密扉は，十分な支持性能を有するタービン建物に設置し，地震によ

る溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に伴う津波荷重及び余震による荷重に対
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し，鋼製の水密扉で構成し，地震後，津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部材の

構造健全性を保持する設計とすることを構造強度上の性能目標とする。 

 

d. 床ドレン逆止弁 

(a) 取水槽床ドレン逆止弁 

取水槽床ドレン逆止弁は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対

し，余震及び積雪を考慮した場合においても，取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循

環水ポンプエリアに床ドレン開口部を介して津波が流入することを防止するため，取

水槽に想定される入力津波高さに余裕を考慮した高さに対する止水性を保持すること

を機能設計上の性能目標とする。 

取水槽床ドレン逆止弁は，十分な支持機能を有する取水槽に設置し，地震後の繰返

しの来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う津波荷重並びに余震及び積雪を考慮

した荷重に対し，鋼製の弁本体，フロートガイド等で構成し，地震後，津波後の再使

用性を考慮し，主要な構造部材が構造健全性を保持する設計とすることを構造強度設

計上の性能目標とする。 

 

(b) タービン建物床ドレン逆止弁 

タービン建物床ドレン逆止弁は，地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸

水に対し，余震を考慮した場合においても，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置す

るエリア）に床ドレン配管を介して流入することを防止するため，想定される浸水高

さに余裕を考慮した高さに対する止水性を保持することを機能設計上の性能目標とす

る。 

タービン建物床ドレン逆止弁は，十分な支持性能を有するタービン建物に設置し，

地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に伴う津波荷重及び余震による荷

重に対し，鋼製の弁本体，フロートガイド等で構成し，地震後，津波後の再使用性を

考慮し，主要な構造部材の構造健全性を保持する設計とすることを構造強度設計上の

性能目標とする。 

 

e. 隔離弁 

(a) タービン補機海水系隔離システム 

タービン補機海水系隔離システムは，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの

津波に対し，余震を考慮した場合においても，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置

するエリア（西））及び取水槽循環水ポンプエリアにタービン補機海水系の機器及び

配管の損傷箇所を介して津波が流入することを防止するため，損傷箇所からの溢水を

検知し，自動隔離することを機能設計上の性能目標とする。 
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タービン補機海水系隔離システムは，十分な支持性能を有する取水槽，タービン建

物及び制御室建物に設置し，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入

に伴う津波荷重及び余震による荷重に対し，鋼製の電動弁，漏えい検知器，制御盤で

構成し，浸水防止機能を保持する設計とすることを構造強度上の性能目標とする。 

 

(b) 逆止弁 

逆止弁は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対し，余震を考慮し

た場合においても，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエリア（西））にター

ビン補機海水系又は液体廃棄物処理系の機器及び配管の損傷箇所を介して流入するこ

とを防止するため，想定される津波高さに余裕を考慮した高さに対する止水性を保持

することを機能設計上の性能目標とする。 

逆止弁は，十分な支持性能を有する屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）内の

配管に設置し，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う津波荷

重及び余震による荷重に対し，鋼製の逆止弁で構成し，浸水防止機能を保持する設計

とすることを構造強度上の性能目標とする。 

 

f. ポンプ及び配管 

ポンプ及び配管は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入に対し，

余震を考慮した場合においても，原子炉建物，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置す

るエリア（西）），取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエリアに原子炉補

機海水系，高圧炉心スプレイ補機海水系，循環水系，タービン補機海水系及び液体廃棄

物処理系の機器及び配管の損傷箇所を介して流入することを防止するため，想定される

津波高さに余裕を考慮した高さに対する止水性を保持することを機能設計上の性能目標

とする。 

ポンプ及び配管は，十分な支持性能を有する取水槽，原子炉建物，タービン建物又は

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）に設置し，地震後の繰返しの来襲を想定した

経路からの津波の流入に伴う津波荷重及び余震による荷重に対し，鋼製のポンプ及び配

管で構成し，浸水防止機能を保持する設計とすることを構造強度上の性能目標とする。 

 

g. 貫通部止水処置 

貫通部止水処置は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波，及び地震によ

る溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に対し，余震を考慮した場合においても，想

定される浸水高さに余裕を考慮した高さまでの止水処置により，止水性を保持すること

を機能設計上の性能目標とする。 

貫通部止水処置は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波，及び地震によ

る溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に伴う津波荷重及び余震による荷重に対し，
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取水槽除じん機エリア，放水槽及びタービン建物（復水器を設置するエリア）の貫通口

と貫通物との隙間をシール材，ブーツ又はモルタルにより塞ぐ構造とし，止水性の保持

を考慮して主要な構造部材の構造健全性を保持する設計とすることを構造強度設計上の

性能目標とする。 
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3.3 津波監視設備 

(1) 設備 

a. 津波監視カメラ 

b. 取水槽水位計 

 

(2) 要求機能 

津波監視設備は，繰返しの来襲を想定した入力津波に対し，余震，漂流物の衝突，風及

び積雪を考慮した場合においても，津波防護対象施設が要求する機能を損なうおそれがな

いよう，津波防護施設及び浸水防止設備が機能を保持できていることを監視するため，津

波の来襲状況を監視できることが要求される。 

 

(3) 性能目標 

a. 津波監視カメラ 

津波監視カメラは，波力及び漂流物の影響を受けない位置にカメラ本体を設置し，風

及び積雪を考慮した場合においても，昼夜にわたり敷地への津波の来襲状況を監視可能

な仕様とし，非常用電源設備から給電する構成とする。また，電路は波力及び漂流物の

影響を受けない位置に設置することにより，中央制御室での監視機能を保持することを

機能設計上の性能目標とする。 

津波監視カメラは，風及び積雪を考慮した荷重に対し，監視機能が保持できる設計と

するために，カメラ本体を鋼製の架台にボルトで固定する設計とし，津波の影響を受け

ない位置に設置し，主要な構造部材が構造健全性を保持する設計とすることを構造強度

設計上の性能目標とする。 

 

b. 取水槽水位計 

取水槽水位計は，漂流物の影響を受けにくい取水槽に検出器を設置し，地震後の繰返

しの来襲を想定した経路からの津波に対し，余震を考慮した場合においても，取水槽の

上昇側及び下降側の水位変動を測定可能な能力を有するとともに，非常用電源設備から

給電する構成とする。また，電路は波力及び漂流物の影響を受けない位置へ設置するこ

とにより，中央制御室での監視機能を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

取水槽水位計は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う津波

荷重及び余震を考慮した荷重に対し，監視機能が保持できる設計とするために，主要な

構造部材が構造健全性を保持する設計とすることを構造強度設計上の性能目標とする。 
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3.4 漂流防止装置 

(1) 設備 

a. 漂流防止装置 （係船柱） 

 

(2) 要求機能 

漂流防止装置は，地震後の繰返しの来襲を想定した津波に対し，余震を考慮した場合に

おいても，燃料輸送船及びＬＬＷ輸送船（以下「燃料等輸送船」という。）を係留できる

ことが要求される。 

 

(3) 性能目標 

a. 漂流防止装置（係船柱） 

漂流防止装置（係船柱）は，海域活断層に想定される地震による津波（基準津波４）の

流れにより作用する燃料等輸送船の引張荷重（以下「係留力」という。）に対し，燃料等

輸送船を係留する機能を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

漂流防止装置（係船柱）は，係留力に対し，係留機能が保持できる設計とするために，

地震後，機能を保持できる範囲に変形を留める漂流防止装置基礎（多重鋼管杭，荷揚護

岸）の上部に設置し，主要な構造部材が構造健全性を保持する設計とすることを構造強度

上の性能目標とする。 
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4. 機能設計 

Ⅵ-1-1-3-2-3「入力津波の設定」で設定している入力津波に対し，「3. 要求機能及び性能目

標」で設定している津波防護に関する施設の機能設計上の性能目標を達成するために，各施設の

機能設計の方針を定める。 

 

4.1 津波防護施設 

(1) 防波壁の設計方針 

防波壁は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1(3) 性能目標」で設定している機能

設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

防波壁は，防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）及び防波壁（波返重力擁

壁）の 3種類に分けられる。防波壁の構造形式及び基礎構造を踏まえ，以下に構造形式ご

との機能設計を示す。 

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波に対し，余

震，漂流物の衝突，風及び積雪を考慮した場合においても，想定される津波高さに余裕

を考慮した高さまでの施工により止水性を保持するため，以下の措置を講じる設計とす

る。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，入力津波高さ EL 11.9m に対して余裕を考慮した天端

高さ EL 15.0m とし，防波壁（逆Ｔ擁壁），防波壁（波返重力擁壁）及び防波壁通路防波

扉と合わせて日本海及び輪谷湾に面した敷地面に設置する設計とする。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，岩盤に支持される鋼管を多重化して鋼管内をコンク

リート又はモルタルで充填した多重鋼管による杭基礎構造，上部工は鋼管及び鉄筋コン

クリート造の被覆コンクリート壁とする。被覆コンクリート壁の海側に，漂流物の衝突

荷重を分散するため，コンクリート版により構成された漂流物対策工を設置し，被覆コ

ンクリート壁の陸側の境界部に試験等により止水性を確認した止水目地を EL 12.6m まで

設置し，境界部の止水性を保持する設計とする。 

被覆コンクリート壁の境界部に設置する止水目地は，「(a) 止水目地の耐圧試験」に

より止水性を確認したものと同じ材質の止水目地を使用する設計とする。 

耐圧試験の試験条件及び試験結果を，以下に示す。 

 

(a) 止水目地の耐圧試験 

イ. 試験条件 

耐圧試験については，試験機を用いて津波時に想定される水圧を作用させた場

合に，止水目地に有意な漏えいが生じないことを確認する。 

ロ. 試験結果 

試験の結果，止水目地に漏えいがないことを確認した。 
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防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，杭基礎構造背面の改良地盤により，津波の波力によ

る浸食及び洗掘に対する耐性を有することで，止水性（難透水性）を保持するととも

に，地盤中からの回り込みによる浸水を防止する設計とする。 

 

b. 防波壁（逆Ｔ擁壁） 

防波壁（逆Ｔ擁壁）は，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波に対し，余震，漂流

物の衝突,風及び積雪を考慮した場合においても，想定される津波高さに余裕を考慮した

高さまでの施工により止水性を保持するため，以下の措置を講じる設計とする。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）は，入力津波高さ EL 11.9m に対して余裕を考慮した天端高さ EL 

15.0m とし，防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（波返重力擁壁）及び防波壁通路防

波扉と合わせて日本海及び輪谷湾に面した敷地面に設置する設計とする。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）は，岩盤に支持される改良地盤による直接基礎構造，上部工は鉄

筋コンクリート造の逆Ｔ擁壁とし，上部工の変形抑制のために鋼製のグラウンドアンカ

を逆Ｔ擁壁に設置する。逆Ｔ擁壁の海側に，漂流物の衝突荷重を分散するため，コンク

リート版により構成された漂流物対策工を設置し，逆Ｔ擁壁の陸側の境界部に試験等に

より止水性を確認した止水目地を EL 12.6m まで設置し，境界部の止水性を保持する設計

とする。 

逆Ｔ擁壁の境界部に設置する止水目地は，「(a) 止水目地の耐圧試験」により止水性

を確認したものと同じ材質の止水目地を使用する設計とする。 

耐圧試験の試験条件及び試験結果を，以下に示す。 

 

(a) 止水目地の耐圧試験 

イ. 試験条件 

耐圧試験については，試験機を用いて津波時に想定される水圧を作用させた場

合に，止水目地に有意な漏えいが生じないことを確認する。 

ロ. 試験結果 

試験の結果，止水目地に漏えいがないことを確認した。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）は，逆Ｔ擁壁基礎の改良地盤により，津波の波力による浸

食及び洗掘に対する耐性を有することで，止水性（難透水性）を保持するととも

に，地盤中からの回り込みによる浸水を防止する設計とする。 

 

c. 防波壁（波返重力擁壁）  

防波壁（波返重力擁壁）は，岩盤部と改良地盤部により分類され，地震後の繰返しの

来襲を想定した遡上波に対し，余震，漂流物の衝突,風及び積雪を考慮した場合において

も，想定される津波高さに余裕を考慮した高さまでの施工により止水性を保持するた

め，以下の措置を講じる設計とする。 
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防波壁（波返重力擁壁）は，入力津波高さ EL 11.9m に対して余裕を考慮した天端高さ

EL 15.0m とし，防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）及び防波壁通路防波

扉と合わせて日本海及び輪谷湾に面した敷地面に設置する設計とする。 

防波壁（波返重力擁壁）は，堅固な地山の岩盤，又はＭＭＲ（マンメイドロック）等

を介して岩盤に支持される鉄筋コンクリート造のケーソンによる直接基礎構造，上部工

は鉄筋コンクリート造の重力擁壁とする。重力擁壁の海側に，漂流物の衝突荷重を分散

するため，コンクリート版により構成された漂流物対策工を設置し，重力擁壁の陸側の

境界部に試験等により止水性を確認した止水目地を EL 12.6m まで設置し，境界部の止水

性を保持する設計とする。 

重力擁壁の境界部に設置する止水目地は，「(a) 止水目地の耐圧試験」により止水性

を確認したものと同じ材質の止水目地を使用する設計とする。 

耐圧試験の試験条件及び試験結果を，以下に示す。 

 

(a) 止水目地の耐圧試験 

イ. 試験条件 

耐圧試験については，試験機を用いて津波時に想定される水圧を作用させた場

合に，止水目地に有意な漏えいが生じないことを確認する。 

ロ. 試験結果 

試験の結果，止水目地に漏えいがないことを確認した。 

防波壁（波返重力擁壁）は，重力擁壁の基礎構造が鉄筋コンクリート造のケー

ソン，又は堅固な地山の岩盤であるため，津波の波力による浸食及び洗掘に対す

る耐性を有することで，止水性を保持する設計とする。 

 

(2) 防波壁通路防波扉の設計方針 

防波壁通路防波扉は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1(3) 性能目標」で設定し

ている機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

防波壁通路防波扉は，防波壁の通路開口部に設置され，地震後の繰返しの来襲を想定し

た遡上波に対し，漂流物の衝突,及び風を考慮した場合においても，想定される津波高さ

に余裕を考慮した高さまでの施工により止水性を保持するため，以下の措置を講じる設計

とする。 

防波壁通路防波扉は，入力津波高さ EL 11.9m に対して余裕を考慮した天端高さ EL 

15.0m とし，防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）及び防波壁（波返重力擁

壁）と合わせて日本海及び輪谷湾に面した敷地面に設置する設計とする。 

防波壁通路防波扉は，下部工が岩盤上の改良地盤又は鋼管に支持される鉄筋コンクリー

ト製の基礎スラブによる基礎構造，上部工が鋼製部材の扉体とし，扉体と扉枠の境界部に

は水密ゴムを設置して圧着構造とし，止水性を保持する設計とする。 
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 (3) 流路縮小工の設計方針 

１号機取水槽流路縮小工は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1(3) 性能目標」

で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

１号機取水槽流路縮小工は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対

し，余震を考慮した場合においても，1号機取水路からの津波の流入を抑制し，１号機

取水槽天端開口部から津波防護対象設備を内包する建物及び区画が設置された敷地への

流入を防止するため，以下の措置を講じる設計とする。 

１号機取水槽流路縮小工は，入力津波高さ EL 11.9m に対して余裕を考慮した EL 

12.6m の津波高さに対して，鋼製部材で構成し，十分な支持性能を有する１号機取水槽

北側壁に設置することにより機能を保持する設計とする。 
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4.2 浸水防止設備 

(1) 屋外排水路逆止弁の設計方針 

屋外排水路逆止弁は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目標」で設定し

ている機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

屋外排水路逆止弁は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対し，余震を

考慮した場合においても，津波防護対象設備を内包する建物及び区画が設置された敷地に

屋外排水路を介して津波が流入することを防止し，屋外排水路逆止弁に想定される津波高

さに余裕を考慮した高さに対する止水性を保持するため，以下の措置を講じる設計とす

る。 

屋外排水路逆止弁は，十分な支持性能を有する防波壁又は改良地盤に設置された集水桝

に設置し，入力津波高さ EL 11.9m に余裕を考慮した EL 12.6m の津波高さに対して，集水

桝に設置し，止水性を保持する設計とする。 

屋外排水路逆止弁は，鋼製とし，止水性を保持する設計とする。 

扉体と戸当りの境界部には水密ゴムを設置して圧着構造とし，止水性を保持する設計と

する。 

 

(2) 防水壁の設計方針 

a. 取水槽除じん機エリア防水壁 

取水槽除じん機エリア防水壁は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目

標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としてい

る。 

取水槽除じん機エリア防水壁は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に

対し，風を考慮した場合においても，津波防護対象設備を内包する建物及び区画が設置

された敷地又は取水槽海水ポンプエリアに取水槽除じん機エリア天端開口部を介して流

入することを防止し，取水槽に想定される津波高さに余裕を考慮した高さに対する止水

性を保持するため，以下の措置を講じる設計とする。 

取水槽除じん機エリア防水壁は，十分な支持性能を有する取水槽の躯体上部に設置

し，取水槽の入力津波高さ EL 10.6m に余裕を考慮した津波高さ EL 11.3m に対して，止

水性を保持する設計とする。 

取水槽除じん機エリア防水壁は，鋼製の防水壁とし，防水壁と取水槽躯体の境界部に

パッキンを挟んで固定することにより，止水性を保持する設計とする。 

 

b. 復水器エリア防水壁 

復水器エリア防水壁は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目標」で設

定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 
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復水器エリア防水壁は，地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に対し，

余震を考慮した場合においても，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエリア）に

流入することを防止し，想定される浸水高さに対する止水性を保持するため，以下の措

置を講じる設計とする。 

復水器エリア防水壁は，十分な支持性能を有するタービン建物に設置し，溢水による

浸水高さ EL 4.8m に余裕を考慮した EL 5.3m までの浸水に対して機能を維持できる設計

とする。 

復水器エリア防水壁は，鋼製とし，壁及び床面にパッキンを挟んで固定することによ

り，止水性を保持する設計とする。 

 

(3) 水密扉の設計方針 

a. 取水槽除じん機エリア水密扉 

取水槽除じん機エリア水密扉は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目

標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としてい

る。 

取水槽除じん機エリア水密扉は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に

対し，風を考慮した場合においても，津波防護対象設備を内包する建物及び区画が設置

された敷地又は取水槽海水ポンプエリアに取水槽除じん機エリア天端開口部を介して流

入することを防止し，取水槽に想定される浸水高さに対する止水性を保持するため，以

下の措置を講じる設計とする。 

取水槽除じん機エリア水密扉は，十分な支持性能を有する取水槽躯体に設置し，取水

槽の入力津波高さ EL 10.6m に余裕を考慮した津波高さ EL 11.3m に対して，止水性を保

持する設計とする。 

取水槽除じん機エリア水密扉は，鋼製の水密扉とし，水密扉と扉枠との境界部にパッ

キンを挟んで固定することにより，止水性を保持する設計とする。 

 

b. 復水器エリア水密扉 

復水器エリア水密扉は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目標」で設

定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

復水器エリア水密扉は，地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に対し，

余震を考慮した場合においても，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエリア）に

開口部を介して流入することを防止し，想定される浸水高さに対する止水性を保持する

ため，以下の措置を講じる設計とする。 

復水器エリア水密扉は，十分な支持性能を有するタービン建物に設置し，溢水による

浸水高さ EL 4.8m に余裕を考慮した EL 5.3m までの浸水に対して機能を維持できる設計

とする。 
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復水器エリア水密扉は，鋼製とし，水密扉と扉枠との境界部にパッキンを挟んで固定

することにより，止水性を保持する設計とする。 

 

(4) 床ドレン逆止弁の設計条件 

a. 取水槽床ドレン逆止弁 

取水槽床ドレン逆止弁は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目標」で

設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

取水槽床ドレン逆止弁は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対し，

余震及び積雪を考慮した場合においても，取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポ

ンプエリアに床ドレン開口部を介して流入することを防止し，取水槽に想定される津波

高さに余裕を考慮した高さに対する止水性を保持するため，以下の措置を講じる設計と

する。 

取水槽床ドレン逆止弁は，十分な支持性能を有する取水槽躯体に設置し，取水槽の入

力津波高さ EL 10.6m に余裕を考慮した津波高さ EL 11.3m に対して，止水性を保持する

設計とする。 

取水槽床ドレン逆止弁は，「(a) 取水槽床ドレン逆止弁の漏えい試験」により止水性

を確認したものと同じ形状，寸法の床ドレン逆止弁を設置する設計とする。漏えい試験

の試験条件及び試験結果を，以下に示す。 

 

(a) 取水槽床ドレン逆止弁の漏えい試験 

イ. 試験条件 

漏えい試験は，実機で使用している形状，寸法の試験体を用いて実施し，評価水

位以上の水位を想定した水圧を作用させた場合に閉止部からの漏えいが許容漏水量

以下であることを確認する。 

図 4－1に漏えい試験概略図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 漏えい試験概略図 

 

ロ. 試験結果 

試験の結果，設定している許容漏水量以下であることを確認した。 
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b. タービン建物床ドレン逆止弁 

タービン建物床ドレン逆止弁は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目

標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としてい

る。 

タービン建物床ドレン逆止弁は，地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水

に対し，余震を考慮した場合においても，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエ

リア）に床ドレン配管を介して流入することを防止し，タービン建物（復水器を設置す

るエリア）に想定される溢水による浸水高さに対する止水性を保持するため，以下の措

置を講じる設計とする。 

タービン建物床ドレン逆止弁は，十分な支持性能を有するタービン建物に設置し，溢

水の浸水高さ EL 4.8m に余裕を考慮した浸水高さ EL 5.3m に対して，タービン建物（復

水器を設置するエリア）に設置し，止水性を保持する設計とする。 

タービン建物床ドレン逆止弁は，「(a) タービン建物床ドレン逆止弁の漏えい試験」

により止水性を確認したものと同じ形状，寸法の床ドレン逆止弁を設置する設計とす

る。漏えい試験の試験条件及び試験結果を，以下に示す。 

 

(a) タービン建物床ドレン逆止弁の漏えい試験 

イ. 試験条件 

漏えい試験は，実機で使用している形状，寸法の試験体を用いて実施し，評価水

位以上の水位を想定した水圧を作用させた場合に閉止部からの漏えいが許容漏水量

以下であることを確認する。 

図 4－2に漏えい試験概略図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4－2 漏えい試験概略図 

 

(b) 試験結果 

試験の結果，設定している許容漏水量以下であることを確認した。 
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 (5) 隔離弁の設計方針 

a. タービン補機海水系隔離システムの設計方針 

タービン補機海水系隔離システムは，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(2) 性能

目標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としてい

る。 

タービン補機海水系隔離システムは，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波

に対し，余震を考慮した場合においても，津波防護対象設備を内包する建物及び区画であ

るタービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエリア（西））及び取水槽循環水ポンプエリ

アにタービン補機海水系の機器及び配管の損傷箇所を介して津波が流入することを防止す

るため，損傷箇所からの溢水を検知し，自動隔離する設計とする。 

タービン補機海水系配管破断箇所からの溢水の検知及び自動隔離を行うため，多重化し

たタービン補機海水系隔離システムを構築する。システムを構成するものとして，漏えい

検知器，タービン補機海水ポンプ出口弁及び制御盤がある。 

タービン補機海水系の機器及び配管の損傷箇所からの溢水を検知するため，漏えい検知

器を設置し，機器及び配管の損傷の発生が想定される区画における水位上昇を検知し，制

御盤へ漏えい検知信号を送信する。地震を起因とするタービン補機海水系の機器及び配管

の損傷箇所からの溢水に対しては，漏えい検知信号及び地震大信号（原子炉スクラム）を

受け，タービン補機海水ポンプを停止させるとともにタービン補機海水ポンプ出口弁を自

動閉止させる。 

漏えい検知からタービン補機海水ポンプ出口弁が自動閉止するまでの時間は，海域活断

層から想定される地震による津波が到達する時間である約３分に余裕を考慮して，約 60秒

以内となる設計とする。 

(a) 漏えい検知・自動隔離に対する設備の概要 

イ. 漏えい検知器 

取水槽循環水ポンプエリア，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエリア

（西））（非管理区域及び管理区域に区画）及びタービン建物（復水器を設置するエ

リア）に設置するタービン補機海水系の機器及び配管の損傷が想定されるため，これ

らのエリア（4エリア）の床面に漏えい検知器を設置する。 

 

ロ. タービン補機海水ポンプ出口弁 

漏えいが検知された際に自動閉止するようタービン補機海水ポンプ出口弁を設置す

る。 

 

ハ. 制御盤 

漏えい検知器から漏えい検知信号による警報発信及び自動隔離を行うため，制御回

路を設置する。 
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(b) タービン補機海水系隔離システム

イ. 漏えい検知及び隔離

漏えい検知器は，4エリア毎に多重化して設置する。それぞれのエリアの漏えい検

知器が 2 out of 3 の信号にて漏えい検知信号を発するものとし，各エリアに 6台，

合計 24 台設置する。 

タービン補機海水ポンプ出口弁は，実作動時間を考慮し，漏えい検知信号発信後約

60 秒で閉止する設計とする。 

漏えい検知信号発信後の隔離時間を表 4－1，漏えい検知器及びタービン補機海水

ポンプ出口弁の配置を図 4－3，タービン補機海水系隔離システムの概要を図 4－4に

示す。 

ロ. 設備の仕様及び精度，応答について

(イ) 漏えい検知器の仕様

・検知方法： 

・耐圧： 

・許容温度：  

・要求精度：セットポイントより  以内 

(ロ) 計測設備の精度

漏えい検知器から制御盤までの精度を 以内の誤差範囲に収める設計

とする。 

表 4－1 警報発信後の隔離時間の設定 
起因事象 隔離 漏えい箇所特定 漏えい箇所隔離操作 合計 

地震 自動 「取水槽循環水ポンプエリア水位

異常高」警報にてタービン補機海
水系からの漏えいを判断 

タービン補機海水ポンプ自動停止

タービン補機海水ポンプ出口弁閉止
＊１

水位異常検知時間              
                           ＊2より， 
 

「タービン建物（復水器を設置す
るエリア）水位異常高」警報にて
タービン補機海水系からの漏えい

を判断 

水位異常検知時間 

                        ＊2より， 
 

「タービン建物（Sクラスを設置
するエリア（西））【管理区域】

水位異常高」警報にてタービン補
機海水系からの漏えいを判断 

水位異常検知時間 

                        ＊2より， 

 

「タービン建物（Sクラスを設置
するエリア（西））【非管理区
域】水位異常高」警報にてタービ

ン補機海水系からの漏えいを判断

水位異常検知時間   
                           ＊2より， 
 

注記＊１：弁閉止時間： 

＊２：Ⅵ-1-1-3-2-4「入力津波による津波防護対象設備への影響評価」においては，水位 

異常高検知時間の小数点第一位を切り上げた時間で溢水量を算出 
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取水槽 

タービン建物

図 4－3 漏えい検知器及びタービン補機海水ポンプ出口弁配置図 

図 4－4 タービン補機海水系隔離システムの概要 

：タービン補機海水系配管

Ｌ ：漏えい検知器

P ：タービン補機海水ポンプ

：電動機M

M

タービン建物

放水路

海洋

P

取水槽

M

管理区域 非管理区域

熱交換器

廃棄物処理建物

制御盤

Ｌ

ＬＬ Ｌ

補助盤室

復水器を

設置する

エリア

Ｓクラスの設備を設置する

エリア（西）

屋外配管ダクト

（タービン建物～放水槽）

●：タービン補機海水ポンプ出口弁

：タービン補機海水系配管

●：漏えい検知器（Ⅰ系）

●：漏えい検知器（Ⅱ系）

,   ,    ,  ：漏えいを検知するエリア 
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(c) 設備の特徴及び機能維持

各設備は以下のとおり信頼性を確保可能であり，加えて適切な保全計画を策定・実施

することにより，長期の機能維持を図る。 

イ. 漏えい検知器及び検出回路

漏えい検知器 は単純構造の静的機器であり，故障は起こりにくい。

＊

 

漏えい検知器の構造概要を図 4－5に示す。 

注記＊： 

ロ. 制御回路及び出力リレー回路

制御回路はアナログリレーで構成されており，回路の信頼性は高いものとなってい

る。また，出力リレー回路は，配線設備を含め広く一般的に用いられる機器で構成さ

れており，通常使用において故障頻度は少なく，基本的に設備固有の信頼性は高いも

のである。 

ハ. タービン補機海水ポンプ出口弁

タービン補機海水ポンプ出口弁については，屋外仕様で設計することで，雨水・塵

埃等の設備の信頼性を低下させる要因による影響は小さいと考えられる。定期的な作

動により設備の健全性を確保する。なお，作動試験の実施については，系統外乱を回

避する観点から定期事業者検査期間中に実施する。 

図 4－5 漏えい検知器の概要図 
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b. 逆止弁の設計方針

逆止弁は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目標」で設定している機能

設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

逆止弁は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対し，余震を考慮した場

合においても，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエリア（西））にタービン補機

海水系又は液体廃棄物処理系の機器及び配管の損傷箇所を介して流入することを防止し，

放水槽に想定される津波高さに余裕を考慮した高さに対する止水性を保持するため，以下

の措置を講じる設計とする。 

逆止弁は，タービン補機海水系又は液体廃棄物処理系の放水配管に設置し，放水槽の入

力津波高さ EL 7.9m に余裕を考慮した津波高さ EL 8.6m に対して，止水性を保持する設計

とする。 

逆止弁は，「(a) 逆止弁の漏えい試験」により止水性を確認したものと同じ形状，寸法

の逆止弁を設置する設計とする。漏えい試験の試験条件及び試験結果を，以下に示す。 

(a) 逆止弁の漏えい試験

イ. 試験条件

漏えい試験は，実機で使用している形状，寸法の試験体を用いて実施し，評価水位

以上の水位を想定した水圧を作用させた場合に閉止部からの漏えいが許容漏水量以下

であることを確認する。 

ロ. 試験結果

試験の結果，許容漏水量以下であることを確認した。

(6) ポンプ及び配管の設計方針

ポンプ及び配管は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目標」で設定している

機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

ポンプ及び配管は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対し，余震を考慮し

た場合においても，原子炉建物，タービン建物（Ｓクラスの設備を設置するエリア（西）），

取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエリアに原子炉補機海水系，高圧炉心スプレ

イ補機海水系，循環水系，タービン補機海水系及び液体廃棄物処理系の機器及び配管の損傷箇

所を介して流入することを防止し，取水槽又は放水槽に想定される津波高さに余裕を考慮した

高さに対する止水性を保持するため，以下の措置を講じる設計とする。 

循環水ポンプ及び配管（循環水ポンプ出口弁含む），タービン補機海水ポンプ及び配管は，

取水槽における入力津波高さ EL 10.6m に余裕を考慮した津波高さ EL 11.3m に対して，止水

性を保持する設計とする。 
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原子炉補機海水系配管（放水配管），高圧炉心スプレイ補機海水系配管（放水配管），ター

ビン補機海水系配管及び液体廃棄物処理系配管は，放水槽の入力津波高さ EL 7.9m に余裕を

考慮した津波高さ EL 8.6m に対して，止水性を保持する設計とする。 

(7) 貫通部止水処置の設計方針

貫通部止水処置は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2(3) 性能目標」で設定している

機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

貫通部止水処置は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波，及び地震による溢水

に加えて津波の流入を考慮した浸水に対し，余震を考慮した場合においても，経路からの津

波，及び地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水に余裕を考慮した高さに対する止

水性を保持するために以下の設計とする。 

取水槽（除じん機エリア）の貫通部に施工する貫通部止水処置は，取水槽（除じん機エリ

ア）へ流入する可能性のある津波高さ EL 10.6m に余裕を考慮した EL 11.3m 以下の貫通口と貫

通部の隙間に施工する設計とする。 

放水槽の貫通部に施工する貫通部止水処置は，放水槽へ流入する可能性のある津波高さ EL 

7.9m に余裕を考慮した EL 8.6m 以下の貫通口と貫通部の隙間に施工する設計とする。 

タービン建物（復水器を設置するエリア）の貫通部に施工する貫通部止水処置は，溢水によ

る浸水高さ EL 4.8m に余裕を考慮した EL 5.3m 以下の貫通口と貫通部の隙間に施工する設計と

する。 

貫通部止水処置は，「a. 貫通部止水処置の漏えい試験」により止水性を確認した施工方法

にて施工する設計とする。 

漏えい試験の試験条件及び試験結果を，以下に示す。 

a. 貫通部止水処置の漏えい試験

(a) 試験条件

漏えい試験は，実機で使用する形状及び寸法を考慮した試験体を用いて実施し，評価

水位以上の水位を想定した水圧を作用させた場合にシール材と貫通口及び貫通物と境界

部若しくはブーツ取付部より漏えいが生じないことを確認する。 

図 4－6及び図 4－7に漏えい試験概要図を示す。 
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 図 4－6 シール材の漏えい試験の概要 

図 4－7 ブーツの漏えい試験の概要 

(b) 試験結果

試験の結果，有意な漏えいは認められなかった。

ラバーブーツ

スリーブ

調整リング

締付けバンド 建屋壁

外圧

内圧

保温材

配管



28 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-
1-
3-
2-
5 
R0
 

4.3 津波監視設備 

(1) 津波監視カメラの設計方針

津波監視カメラは，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.3(3) 性能目標」で設定して

いる機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

津波監視カメラは，波力及び漂流物の影響を受けない，2号機排気筒及び 3号機北側防

波壁上部にカメラ本体を設置し，風及び積雪を考慮した場合においても，昼夜にわたり監

視可能な設計とする。また，カメラ本体からの映像信号を電路により廃棄物処理建物に設

置する制御盤及び中央制御室に設置する監視モニタに伝送し，中央制御室にて監視可能な

設計とする。電路については，波力や漂流物の影響を受けない箇所に設置し，電源は，津

波の影響を受けない建物に設置する非常用電源設備から給電する設計とする。 

(2) 取水槽水位計

取水槽水位計は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.3(3) 性能目標」で設定してい

る機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

取水槽水位計は，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波に対し，余震及び積

雪を考慮した場合においても，取水槽の想定される津波高さ EL 10.6m に余裕を考慮した

高さ EL 11.3m に耐えうる設計とするとともに漂流物の影響を受けにくい取水槽に設置す

る。 

取水槽水位計は，朔望平均潮位を考慮した取水槽の上昇側及び下降側の水位変動 EL-

6.5m から EL 10.6m の水位を圧力式の検出器を用いて正確な測定が可能な設計とする。 

また，検出器で測定した水位の信号を電路により中央制御室に伝送し，中央制御室にて

監視可能な設計とする。 

電路については，波力や漂流物の影響を受けない箇所に設置し，電源は津波の影響を受

けない建物に設置する非常用電源設備から給電する設計とする。 
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4.4 漂流防止装置 

(1) 漂流防止装置（係船柱）の設計方針

漂流防止装置（係船柱）は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.4(3) 性能目標」で

設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

漂流防止装置（係船柱）は，海域活断層に想定される地震による津波（基準津波４）の

流れにより作用する燃料等輸送船の係留力に対し，漂流防止装置に要求される機能を保持

できる設計とする。 

また，漂流防止装置（係船柱）は，地震後，機能を保持できる範囲に変形を留める漂流

防止装置基礎（多重鋼管杭，荷揚護岸）の上部に設置する。 




